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特別支援教育における小中連携の可能性
「教師の意識.JIこ着目してー
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1 問題の所在と方法
(1)問題の所在及び研究の背景
特別支援学級や特別支援学校の在籍者数は平
成 5年までは減少していたが，近年，それぞれ増加
傾向にある。丹波(2014)は， r増加している理由は
明確ではないが，特別支援教育への理解が広がる
中で，個々の子どものニーズに応じた指導や支援
を求める保護者が増えているのも，その理由の一
つ」と説明している。
学校や教師は，それらの特別なニーズを必要と
する子どもたちゃ保護者にとって，その役割を十
分に果たしていると言えるだろうか。中央教育審
議会初等中等教育分科会(2012)(以下，中教審)は，
「本人・保護者への十分な情報提供を行うととも
に，その意向を最大限に尊重すること」と提言して
いる。教育的な支援は，教師個人の努力や熱意だけ
で保障されるものではない。しかし，学校現場では，
気になる子どもや保護者を支援しようとして，担
任や特別支援コーディネーター等が，孤軍奮闘し
ているという実情がある。
一方で，辻村(1967)は，特別支援学級担任者の
専門性について問題があると指摘しており，半世
紀を経ても，根本的な改善が図られていないと言
言える。教師の意識の変容と，子どもの成長は切り
離せないものである。特別支援教育の推進にあた
っては，現在，全国の学校でインクルーシプ教育
のシステム構築が行われつつある。合理的配慮は，
子どもの実態や教育的ニーズに応じて，それぞれ
違ってくるものである。学校現場では，本人・保護
者の意向と学校側の意向が一致しないことがある
と，教師の意識としては，どうしても学校側の立場
で判断してしまうことが多くなる。発達の段階に
応じて，つながりのある継続した支援を行うため
には，保護者と教師の協力が不可欠である。
本稿では，中学校特別支援学級での実践を通し
て，学校における特別支援教育の現状を明らかに
する。そして，障がいのある子どもの保護者と小中
学校教師を対象としたアンケート調査を基に，特
別支援教育における小中連携の今後の在り方と可
能性について考察した。
2 先行研究の検討
(1)小中連携の必要性とその理念について
中教審(2012)では， r小中連携は，全国で約7割
の市町村自治体が導入している」と指摘している。
現時点ではさらに普及していると推定される。小
える。 中連携の目的について，一般には， r中ーギャップ
(2)研究の目的と方法 の解消のため」と「小中教職員が，義務教育9年間
筆者は，小中学校教師へのアンケート調査等か で児童生徒を育てるという意識を向上させるた
ら，小中学校の教師の意識にズレがあり，そのズレ め」であると言われている。しかし，小中連携につ
は子どもの将来像の捉え方と教師集団の協働性の いて全国的な取り組みの検証や支援の在り方等に
違いであると考えた。そして，教師集団の意識の違 関する検討はまだなされていない。そのことに闘
いは，それぞれの学校文化の違いからきていると して，中教審は， r生徒指導上，学習指導上の成果に
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加え，児童生徒の変容がどのようであったかにつ
いて可視化し，共有し，改善につなげるための効果
検証の評価指標について検討する必要がある。評
価指標の検討の際には，小中連携，一貫教育による
児童生徒の変化の中で特に重視したい指標が何か
について議論すること」としている。つまり，小中
学校教師による双方向の活発な議論が必要であり，
子どもに育てたいカは何かについて，それぞれの
地域の特性に合わせて検討していかなければいけ
ない。
河原(2014)は，人口減少地域の場合に焦点を当
てて，その地域にある史的基盤を明らかにし，そこ
に理念構造があるとした。「基盤的な学習環境の改
善J， rw特色ある』学校づくりJ， r教育の『質の
保障.sJの三つが小中一貫・連携教育の実践を促し，
方向付ける推進力として働いているとしている。
山形県内の自治体で導入されつつある小中連携の
ほとんどは，河原の言う「離島・山間部型」か「地
方都市型」である。「離島・山間部型」は，近年目
覚ましく普及している「都心部周辺型」と違い，
小中連携の推進や実践を支える史的基盤があり，
半世紀以上の歴史的な厚みを持っていると指摘し
ている。
都筑(2008)は，小中学校生徒の縦断的調査を実
施し， r小学生の時，中学への期待と不安の両面感
情を持つ子どもは，実際には中学で積極的，意欲的
に過ごしていることがわかった。しかし，中学入学
後に，勉強への理解度が下がると，将来への希望が
弱まるとともに，空虚感を感じるようになる。勉強
に対する適切な教育的サポートを行うことが極め
て重要である」と述べている。自己肯定感が低下
すると言われている時期に，小学校から中学校へ
学習環境が変化することは，子どもにとって大き
な意味を持っと言える。
(2)特別支援教育の「連続性のある学び」
特別支援教育の義務教育段階での最終的な目
標は， r習得した知識を日常生活で活用できるよう
にすること」である。
小貫(2014)は，授業のユニバーサルデザインの
困層構造モデルについて， r子どもが落ち着いて授
業に参加できるようにする(一層目)，その上で，子
どもの理解(二層目)を図るために，教師が授業を
共有化・視覚化・焦点化，あるいはスモールステッ
プ化，展開の構造化等をしていく。現在，理論だけ
でなく実践も含めて完成しているのが，この理解
の段階までだ。理解の上で習得(三層日)・活用(四
層目)を目指すのだがこの実践については研究途
上である」としている。そして， r繰り返し学習を
行う過程で，習得・活用を図るためのスパイラル化
を行うことになる。そのためには，各教科のカリキ
ュラムの系統性を整理していく，方略の工夫が作
業の中心となる」とした。特別支援教育は，小貫が
言う困層目を目指していると言えるが， r連続性の
ある学び」とは，階段のように積み重なるものでは
なく，螺旋状のスパイラル構造になっていると言
える。スパイラル構造であれば，中学校の段階でも
う一度学び直す必要が生じてくる。社会性の習
得・活用についても，同じようなスパイラル構造で
あると考えられる。
学習指導要領解説総則編(2008)には， r義務教育
9年間を見通し，発達の段階に応じた小学校教育
と中学校教育の連続性の確保を重視していくこ
と」とある。義務教育の入口と出口を意識するだ
けでなく，将来における自立した生活を意識した
学びが，特別支援教育には重要である。
3 実践と結果(明らかになったこと)
(1)町立A中学校特別支援学級を中心とした実践
今年度から，生徒の実態に合わせて，生活単元
や自立活動の授業を取り入れ，帯状の日課になる
ように改善してきた。特別支援学級の教科担当者
会を実施し，生徒の個別の指導計画を確認した。子
どもの目標を共通理解した上で，各教科担当者が
授業を行えるように配慮した。A中学校は，全学年
で5クラスという小規模校である。小規模校の利
点は，生徒数が少ないので，全校生徒の名前を全教
職員が知っているということであるロよって，生徒
と教職員，教職員と保護者，地域の方との良好な関
係ができやすく，それが生徒の心理的な部分を支
え，教育的な効果をもたらしていると考えられる。
一方で，教師の特別支援教育に対する意識には
差があると感じている。特別支援学級生徒の問題
行動への解釈や捉え方も，教師により違うことが
わかってきた。そのため， r特別支援だより」を月
1回発行した。職員室で，特別支援教育の内容が，
話題になることが多くなった。さらに，校内研修会
などを行うことにより，特別支援教育に関する疑
問や悩みなどが，職員聞で共有されるようになっ
てきている。町内の小 ・中学校特別支援学級が合
同し，今年度から，交流及び共同学習を年に2回実
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図 1r就学前に良かったこと」で「親子支援，
親同士の交流」と答える幼児期の子どもの保護者
と， r子どもの友達との関わり」と答える高等部の
子どもの保護者にそれぞれ有意差があった。(前者
がが=2.52，*pく.05，後者がど=2.39，*pく.05)
表 1J就学前に困ったこと」のχ2検定の結果
早期療育 行政の支援
2.07・ -1.95
-1. 98・ 0.44
-1.09 2.05* 
1.35 -0.16 
*p<.05，柿唄<'01
情報の提供
一1.04
-0.55 
-0.68 
2朗幹
学部
幼児期
小学生(小学部)
中学生(中学曲目)
高等部
図2と表 1r就学前に困ったこと」では，子ども
の年代により違いがあり，幼児期の子どもの保護
者は， r早期教育」に関心が高いことがわかった。
高等部の子どもの保護者の「情報の提供」が有意
に多かったことについては，10年程前は療育等の
情報が少なく，就学前に苦労したことが予想され
る。情緒と知的障がい種を対象に比較分析した
ところ，障がい種の違いによる有意差はなかった。
しかし， r就学前に良かったことJで「早期発見と
療育」と答えた情緒障がいの子どもの保護者が
26. 7略おり，知的障がいの子どもを持つ保護者の
14.舗に比べると多い。保護者は，乳幼児期の早い
段階からの療育を希望するようになってきている。
「自閉症は一歳半から早期発見できるようになっ
たと言われるが，自分の子どもは発見されなかっ
た」という記述をしている保護者が数名いた。医
療分野の進展やインクルーシプ教育の普及ととも
に，保護者の意識が向上してきている。また，親子
一緒の支援を望む傾向がある。幼児期は，保護者へ
の精神的なフォローが不可欠な時期であり，支援
の方法としては，親同士の交流やベアレントトレ
ーエング等が考えられる。一方で，子どもの障がい
のために保育所の受け入れを断られたと記述して
いる保護者も数名いた。幼稚園や保育園は，行政や
福祉との連携や積極的な情報の提供に継続して取
り組む必要がある。
②小中学校(小中学部)のことについて
I 10 1II抑制冊伺 E 即
施した。児童生徒の交流だけでなく，特別支援学級
担任同士の情報交換の場としても効果的な交流と
なっている。この合同学習会は，町学校教育センタ
ーのワーキンググノレープの 1つである， r園児・児
童生徒交流拡大に向けたWGJに組み込み，来年度
も継続的に活動していく方向である。
また，地域の人との交流を通して，特別支援学
級生徒の絵画作品を，地域で開催される市民美術
展へ出品した。小学校の時から絵画を得意とする
生徒であるが，外部での発表の場がないことが課
題であった。市民美術展は，2012年から地域のボ
ランティアにより開催されているものである。個
性豊かな大人の作品の中に混じって，中学生の作
品が展示されることになった。この市民美術展へ
の参加は，生徒の自信に繋がり，保護者も子どもの
成長を地域の中で実感できるものとなった。
(2)保護者アンケートの結果と分析
山形県内の障がいのある子ども (4歳'""18歳)の
保護者を対象に，アンケート調査を実施した。調査
は2014年4月-...6月上旬に93名の保護者に依頼
し，68名から回答を得た。アンケート回答者のチ
どもの在籍の状況は，就学前の子ども 17名，小中
高に在籍する子ども 51名である。小中高に在籍す
る子どもの障がいの状況は，情緒と知的が半分ず
つを占めている。
①就学前のことについて
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図2 就学前に困ったこと
高
図 3r小中学校で良かったこと」では，高等部
の子どもの保護者の「教師の専門性」に有意差が
あった。(が=2.37，*pく.05)子どもが高等部にな
り，小中学校の時のことを振り返った時，教師の
専門性が良かったと実感できている保護者が多
いことがわかった。
表 2.特別支援学校(23名)と特別支援学級(25名)
の在籍による比較
小申学校で良かったこと 小中学校で困ったこと
特
担任が良かった 8 
個別の支援 7 
jJlJ 通常学級との交流.
支
友達
5 
援
子どものこと 2 学
進路級
情報の共有
特 個別の指導・支鑑 5 
}IJ 子ども理解 4 
支 指事の計画性工夫 3 
援 先生の』と 3 
学 子どものこと 2 
被 保隆者への対応
担任の』と 9 
T却Wl 他の子とのトラブル 3 
支
通常学級との交流が
2 
ない
四直昌 個別学習目勉強のこと 2 
量E 子どものこと 2 -その他
特 先生の』と 5 
別子どもへの対応 4 
支 他の観子の』と 2 
揚 就学の』と
学 子どものこと
核
特別支援学校と特別支援学級の在籍による違
いはあるか分析を行ったが，在籍による有意差は
なかった。表 2はそれぞれの自由記述を集計した
ものである。特別支援学級に通学する子どもの保
護者の3人のうち 1人は，子どもの担任のことの
記述していた。特別支援学級の生徒数の平均は，
平成26年度の山形県の場合， 1クラス 2.3人にな
っている。保護者は，特別支援学級担任に対する
関心が高く，担任による影響が大きいと考えてい
る。また，学校行事や通常学級との交流について
記述する保護者が多かった。
特別支援学校に通学する子どもの保護者は，個
別の指導・支援計画や学校全体のことを記述する
ことが多かった。特別支援学校は，教師の専門性
や指導体制に満足している保護者が多い。そして，
教師が自分の子どもにもっと個別的に関わって
ほしいと願っている。 「手のかかる子どもにだけ
先生が指導する」と数名の保護者が記述していた。
集団の中での成長よりは，個の成長の方に関心が
あることがわかった。
③他機関との連携について
「障害児通園施設が良かった」と答えている小学
生の保護者が多かった。放課後等デ‘ィサーピスな
どで障害児通園施設を多く利用するのは，小学生
の時期である。 放課後等ディサービスを提供する
施設は，年々大幅に増加してきている 1)。そうした
通園施設が「親身になって相談にのってくれて良
かった」という保護者が多い一方で， r民生委員と
の連携がよくわからない」と記述している保護者
が数名いた。また， r自治体によりサービスに格差
がある」と指摘している保護者もいた。親子が地
域で安心して暮らせるためには，通園施設だけで
なく，様々な子育て支援体制が必要である。その他
として，中学校本業後文は高等部卒業後の進路に，
不安を抱えている保護者が多かった。保護者は早
い段階から，就学に関する具体的できめ細やかな
情報提供を望んでいると言える。
(3)山形県内の保育園の保育士と小中学校教師の
意識調査の結果と分析
山形県内A町の保育園の保育士 16名，小学校教
師11名，中学校教師15名，合計42名を対象にアン
ケート調査を実施した。調査は 2014年 10月下旬
"'11月上旬に配布・回収した。 A町の保育園，小
学校，中学校は各1校ずつであり，平成 24年より
小中一貫教育に取り組んでいる。
地域や校種，学校等による比較分析を行うため
に， 2013年 11月中旬に実施した山形県内B市の小
中学校教師のアンケート調査を活用した。 B市の
アンケート対象校は，小中学校1校ずつで，小学校
教師 15名，中学校教師 34名，合計49名である。B
市の対象とした中学校の学区には小学校が4校
あり，そのうちの 1校を調査対象とした。
① A町のアンケート調査の結果から
I 1 Z I 4 I I 1・ 10 1 1 
? ? ? ?????
??
図4.小中連携で重視する点は何か
困4の小中連携の重視する点として，保育園は「生徒
指導上の児童生徒の深い理解J，小学校は rg年間を見
通した系統的な指導」に有意差があった。
(前者がχ2=4.05，料p(.Ol，後者がが=4.29，紳p(.Ol)
中学校は 「生徒指導上の児童生徒の深い理解Jと 「児
童生徒の豊かな人間性」をあげる割合が多かった。
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小中連携で重視する観点として，小学校教師のrg
年間を見通した系統的な指導」に有意差があった
が，その背景としては，小学校は，中学校の年数の
1 ID 1 I! 13 
十十寸一←寸一←一←
借の6年間あり，小学校では系統的な指導を以前
から重視している。小学校教師が子どもの9年間
を見通せる一番良いポジションにいると言える。i望
i附蜘U
園5.子どもが向上してきたと感じるか
A町と B市の小中学校教師の比較から② 
| 図 5r(保)小中一貫教育を進めて，子どもが向上してき
陀と感じるか」では，保，小，中の教師の順に I感じる」と
降える教師が増加していた。「そう恩わない，あまりそう恩
bない」を選択した保育園の保育士に有意差があった。
(が=1.96，句く.05)rとてもそう思う，そう思う」を選択
した保育士の「理由」では， r連携のシステム等」に有意
差があった。 (χ2=2.25， *p<. 05) ?? ???? ??
??? ? ? ?
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図 8.特別支援教育は職員の共通
理解のもとで推進されているか
図8では， B市の教師と比較し， A町の「あまりそう恩わ
ない」と回答する教師に有意差があった。
(χ2=1. 97，句<.05)同じ質問でB市の「とてもそう思う」
と回答する小学校教師が有意に多く (χ2=5.05，神戸.01)
同じB市の中学校教師の「とてもそう思う」が有意に少
なかった。 (χ2=-2.15，句く.05)
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図 6では，保育園の保育士の全員が Iとても感じる，
感じるIと答え，有意差があった。 (χ2=2.65，*句<.01)
困難や不安の理由について， r保護者との関係Jr授業
のやり方」を挙げている保育士が多かった。
量長Etaじる
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図9.特別支援教育に困難や
不安を感じるか
図 9では， B市の中学校教師の「感じるJに有意差が
あった。 (χ2=2.55，布く.05)
特別支援教育の推進状況は地域により差があ
ることがわかった。特別支援教育が推進され，小中
連携に取り組んでいる地域でも，小学校左中学校
の校種が違うと取り組みに差がある。 B市小学校
は小規模校であり，以前から特別支援教育を学校
研究として全職員で取り組んでいる。 B市中学校
は中規模校である。 B市中学校教師へのインタビ
ュー調査では，低学力の子どもへの対応や不登校
傾向の子どもの教育相談など，教師に多忙感があ
った九困難や不安と教師の多忙感は，関連がある
と推測される。
③小学校教師と中学校教師の比較から
A.B地域を合わせて，小学校教師 26名，中学
校教師49名，合計 75:;i';の結果を分析した。
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図7.特別支援教育に期待する
ことは何か
図7の自由記入では，保育士の「保護者への働きかけ」
に有意差があった。 (χ2=2.04，*pく.05)小学校，中学校
の教師では「問題行動や障がいの理解」が多かった。
A町の保育士は，同じA町の小中学校の保護者
である場合が多く，保育士としての意識だけでは
なく保護者としての意識も混在していると考えら
れる。そのため，幼児期においては(保)小中一貫教
育のメリットを実感できてはいないが， A町の連
携システムに期待感を持っている。保護者への対
応に不安や困難を感じている保育士が有意に多か
ったのは， 20・30代の保育士が多いためと言える。
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このことから，若手教師は，特別支援教育に困
難や不安を感じており，教材・教具を工夫すること
で対応している。一方で，ベテラン教師は， r約束
(ノレール)Jを重視し，特別支援が必要な子どもの指
導にあたっていることがわかった。
⑤その他にアンケート調査からわかったこと
「特別支援教育の共通理解がなされているか」と「特別
支援教育に困難や不安を感じるか」の相闘をみた。特別
支援教育の共通理解で「とてもそう思う」と答えた教師
は，困難や不安を「あまり感じない」と答えた教師が有
意に多かった。 (χ2=3.64，榊p<.OI)
教職員聞の共通理解がスムーズに図ることが
できれば，20・30代の若手教師の特別支援への困
難や不安が，ある程度解消されることがわかった。
「同僚からの助言」が，特別に支援の必要な子ども
を指導する時に役に立ったと答えている 20・30
代の教師が多いことからも，職場における同僚性
が困難や不安の解消に効果があることがわかった。
また，特別支援教育の推進にあたっては， r人員
の配置」を期待する小学校教師が多かったが，中学
校教師からはなかった。中学校では，人員よりも教
師が指導する上で頼りになる専門家チームを望ん
でいると考える。
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園11.特別支掻教育の共通理解
がなされているか
考察
B市中学校では，最近，子ども自身に困り感がな
いという事例が増えていると聞いた。一般的には，
子ども自身の困り感を大切にして支援を行うこと
とされているが，現場の実態を調査すると，様々な
事例があり，問題が多様化，複雑化していることが
わかった。そして，子どもを養育する保護者が，困
難や不安を抱えながら，日々懸命に対応している
状況が見えてきた。早期から子どもの療育等を経
験した保護者は，特別支援教育をよく勉強してい
る。アンケートの自由記述では，参考文献を数冊提
示し，子どもの現状を説明している保護者もいた。
しかし，保護者の立場としては，どうしても自分の
子どもを中心とした，個別的な見方になるのは仕
方がないことである。特に，幼児期の子どもを持つ
保護者は，子どもの障がいを容認したくないとい
う心理的に不安定な状況になることが多く，保育
園の若い保育士が，難しい対応を迫られていた。
特別支援教育における小中連携の課題として，
次の三点にまとめる。
まず，一点目は教師の専門性をどう確保するか
ということである。アンケートの自由記述から，
4 
図 11では，小学校教師の「とてもそう思う」が中学
校教師と比較し有意差があった。 (χ2=3.78，柿pく.01)
「特別支援教育でどんなことが役立っているか」では，
小学校教師は I生徒指導や特別支援の校内研修JI校外
での特別支援の研修」が，中学校は「特別支援学級担任
からの助言」が多かった。
小中連携の取り組みでは，話し合う回数や時間
は小中学校で同じであるのに，教師の意識は違う
ことがわかった。 B市の小学校教師は十分確保さ
れていると思っているが，同じ学区の中学校教師
は不十分だと思っている。
また，中学校よりも小学校の方が特別支援教育
の共通理解がなされていることがわかった。小学
校教師は，校内研修や校外での研修に参加し，具体
的な支援の在り方を職員全体で学んでいるのに対
して，中学校教師は特別支援学級担任や一部の教
師に任せる傾向があると言える。
④年齢構成の比較分析から
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図 12.特別支援への困難や不安を
感じるか
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図 12の質問では， 20・30代の教師の「とても感じる」
に有意差があった。(が=3.12，柿p<.OI)
I特別支援が必要な子どもへの授業でどんな配慮をす
るか」では，20・30代の教師は「わかりやすい教材・教
具Jr他の子どもへの対応」が多く，40・50代は「約束(ル
ール)Jが多かった。
小学校教師は特別支援教育を推進するにあたって， る。例えば，こだわりがあり，小学校で給食を一度
「人員の増加Jを期符しているととがわかった。 も食べたことがない児童が，特別支援学校中学部
教師が期待する人員とは，誰でもいいということ に入学し，徐々に食べられるようになるという事
ではない。しかし，専門性のある教師をすべての学 例等である。子どもの発達にあわせて，次の学校文
校に配置することは，現状では難しい。それをわか 化が用意され，違う環境で大きく成長できるとい
っていても， r人員の増加」を強く期待する背景に うメリットもある。そのためには，子どもの幼小や，
は，教師の多忙感や負担感があることが推測され 小中接続期においてだけでなく，日常的に学校間
る。中教審(2012)でもそれらの点を踏まえて， rす で連携しておくことは，特別に支援が必要な子ど
べての教員が多岐にわたる専門性を身に付けるこ もの「学びの連続性」を保障し，社会性を身につけ，
とは困難なことから，必要に応じて，外部人材の活 地域で自立した生活をしていくための礎になると
用も行い，学校全体としての専門性を確保してい 言える。
くことが必要である」としている。センター的機
能を期待されている特別支援学校が，積極的に各
小中学校に情報を発信することも考えられるが，
現在，特別支援学校の児童生徒数も増加傾向にあ
り，特別支援学校も「人員の増加」を望んでいるよ
うな現状である。筆者としては，外部に専門性を求
めるだけではなく，小中学校教師の協働性で，特別
支援教育の質を保障していくことを提案したい。
今回の調査分析では，特別支援教育に対する職員
聞の共通理解と，困難や不安には関連性があるこ
とが明らかになった白つまり，職員聞の同僚性が発
揮されれば，困難を克服できる可能性があるとい
うことである。また，小中学校の職員全員参加型の
研修会を設定することに意義があると考える。特
別支援教育の基礎的な知識を，職員聞の共通言語
として，日常化していくことは重要である。そのう
えで，市町村単位で，専門家チームを派遣できる支
援体制が整えられることが望まれる。
課題の二点目として，学校文化の違いをどう捉
えるかということである。幼・小・中学校の校種
には，それぞれ独自の学校文化が存在し，それが教
師の意識の違いになっていた。そして，ほとんどの
教師は，お互いの学校文化の違いに気づいていな
い。天笠(2013)は， rお互いの文化の違いについて
理解を上手くしている連携であれば，成果がでる」
と述べている。一般的に，中ーギャップになってい
る子どもは，小学校の時の担任教師からみても，気
になる子どもであったということが少なくない。
特別に支援を必要とする子どもは，学校の環境の
変化にうまく適応できず，小学校から中学校へ移
行するなど，大きな環境の変化に苦戦することが
多い。しかし，環境の変化は子どもに負の作用をも
たらすだけではないと考える。環境の変化をうま
く捉えて，子どもを大きく成長させることもでき
課題の三点目は，教師の意識を変容させていく
ことである。アンケートから，40・50代教師の意
識は，インテグレーション(統合教育)の考えか，若
しくはそれ以前の考えから，あまり変化していな
いことがわかった。インクル}シブ教育の理念に
気づかせ，協働で支援にあたっていくことが課題
である。アンケートでは，小学校よりも中学校で，
特別支援教育の共通理解が不足する傾向がみられ
た。中学校では，以前から生徒指導の機能が充実し，
教師はそのノワハウを，実践の場で会得してきた
という経緯がある。特別支援教育の理論と生徒指
導の機能は，基本的には同じであると言えるが，相
違する点があるのも事実である。例えば，自閉痕ス
ペクトラムの特性によるパニックと判断できる行
為に対して，教師に対する暴言のみが取り上げら
れ，生徒指導の事例として対応されるなどである。
自尊感情が低くなる中学生は，二次障がいで不登
校になることも多くなる。中学校教師が培ってき
た生徒指導の機能の， rチームで支援する」という
考えは，特別支援教育でも共通することであり，今
後もチームを活用して支援にあたっていくことが
必要である。
県内C高校の養護教諭へのインタピュー調査
では，特別支援教育の共通理解を深めてもらうた
めに，管理職への校内研修会を毎年，全職員とは別
に実施していると言っていたへトップダウンで
行うべきことではないが，ベテラン教師が研修に
取り組むことで，特別支援教育はさらに推進され
ると確信する。山形県内小中学校において，特別支
援コーディネータ}の配置や校内委員会の設置
などは 100%の成果を挙げている。しかし，教師
の意識はあまり変化していない。学校現場ではイ
ンクルーシプ教育の「システム」と， r教師の意識」
が帯離の状態になっていると言える。特別支援コ
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ーディネーターや校内委員会などのシステム構築 関の格差を解消するための方略を検討していくこ
されている背景を知り，インクルーシブ教育の理 とである。
念を職員聞で共有していく必要がある。
5 到達点と課題
インクルーシプ教育が推進され，特別支援教育
の社会的な背景が変化してきている。アンケート
調査の結果，保護者の意識が向上してきでいるこ
とがわかった。学校現場でのシステム構築は行わ
注
1) 厚生労働省統計によれば，放課後等ディサー
ピスは 2011年には全国に 1816か所だった
が，2012年には3107か所に増加した。
2) 2013年 11月に山形県内中学校において教諭
を対象にインタピ‘ユ}調査を実施した。
れつつあるが，教師の意識については，自分が所属 3) 
する校種や年齢構成，それぞれの地域により違い
2014年 11月に山形県内高等学校において教
諭を対象にインタピュー調査を実施した。
があることが明らかになった。ワォーノック
(2012)は， [障がい児だけでなく，社会的不利から
生じるニ}ズを抱えた子どもに応える学校は，小
規模でなくてはならない」と述べている。特別に
支援が必要な子どもにとって，教師から理解され，
支援され，それによって信頼関係が育まれるよう
な環境を必要とすると百うのである。その点につ
いては，マイヤー(2011)も， [小さくて自律した学
校は，大人や子供を含めて，コミュニティの A員と
して対話をしたり，市民生活や学校生活を再び経
験できる場所だJとしている。アンケートからは，
学校規模による違いについては，規模が大きな学
校よりも，小規模の方が職員聞の共通理解がなさ
れやすいことがわかった。しかし，河原の分類で言
えば， [離島・山間部」の学校では，障がいに対す
る合理的配慮や行政の支援が後手になっている傾
向があり， [地方都市Jに増えてきた障害児通園施
設のサポ}トを得ることも困難であることがわか
った。こういった地域による格差は，小中学校の時
期よりも幼児期の方が大きくなると言える。親子
が孤立しないように，療育の情報が行きわたるよ
うにすることが大切である。
特別支援教育で成果を挙げている学校は，地域
や保護者からの支えがあり，特色ある学校づくり
に取り組んでいる学校である。小中連携は，地域に
根差した教育であり，それは，特別支援教育も同じ
であると考える。共に地域の中で支えあいながら，
自立した生活をしていくことを目指している。ど
の子どもにとっても魅力的な学校にするためには，
特別支援教育を各学校のスタンダードにしていく
必要がある。
今後の謀題としては，異年齢集団や健常児など，
様々な形の交流及び共同学習を効果的に設定する
ことと，市町村単位での支援体制を整備し，地域
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